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摘要

1990年代以降 EU諸国は 地域レベルで、の持続的発展を促すための政策に補助金を支給している.このよう

な補助金の一つに，スウェーデン政府による二酸化炭素排出と失業率の減少を目的とした LIP(地域投資事業)

がある.本研究は， LIPとそれ以外の温暖化防止政策によってもたらされた LIP実施・未実施自治体への影響

の差異を明らかにすることを目的とした.結果として，これらの政策によってもたらせた影響が LIP実施・未

実施自治体間で差がないことを明らかにした.さらに第二次産業の割合の増大と地域熱供給システムによる最

終エネルギーの供給量の増加がCOzの排出増加をもたらしたことも明らかにした.

キーワード:持続的発展，地球温暖化，二酸化炭素，LIP，地方自治体

はじめに

温室効果ガス (GHG)の増加と，それにともなう地球温

暖化(以下温暖化)の進展により，中央政府による対応だ

けでなく，地方自治体での温暖化対策の重要性も増してい

る.温暖化に対する地域的な取り組みは温暖化対策推進法

でも地球温暖化対策地域推進計画として示されている.政

府は，地球温暖化対策地域推進計画の策定・実施を支援す

べくガイドラインを示すとともに， 3度にわたり改定して

いる(環境省， 2007). しかし近年の GHGの排出状況をみ

ると，地域推進計画の達成度が高いとはいい難い.

地域レベル1)での温暖化対策を推進すべく，世界各国・

諸地域でも各種の取り組みが実施されており，地方自治体

を中心とした地域レベルの各種組織に対する中央政府によ

る補助金の支出もその一例である.主に地方自治体を対象

とした補助金制度は EU，デンマーク，ドイツ，オラン

ダ，イギリス，スウェーデン等でみられ， 1990年代から導

入されている.これらの補助金が導入されている各種の政

策は，地域レベルでの持続的発展を目標としており，温暖

化防止や雇用機会増加などの多岐にわたる内容を含んでい
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る.このような補助金が導入された政策のうち， CO2排出

削減と失業率の減少を目的とし，他の EU加盟国よりも比

較的早期に事業が実施され 政府による各種の政策事後評

価に加えて，研究者による評価も多くみられるのがス

ウェーデンの LIP(Local Investment Programme)であ

る.

本研究は LIPの政策評価に焦点をあてるが， LIPに関

しては，政府により， GHG排出抑制による温暖化防止以

外にも，多くの面で政策効果があったことが報じられてい

る2人一方研究者による評価として， Baker and Ecker-

berg (2007)はLIPを概観する一方で，LIPが，地域レベル

での持続的発展を促したが，政府が意図した官民パート

ナーシップに関しては，限定的にしか進まなかった点を指

摘している.また Johansson (2006)は， LIPが実施された

自治体(LIP実施自治体)の1800余の事業を対象に，各事業

による CO2削減量と補助金額を用いて限界費用を算出し，

これらが LIP実施自治体でほぼ等しいことから，補助金

が均等に配分されていることを明らかにしている.さらに

J ohansson (2007)は，これら1800余の事業のうち，自治体

が計上した金額よりも政府から補助金が少なく支給された
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682事業を対象に，計上額と支給額に差を生じさせた要因

を明らかにしている.一方， Forslund et al (2008)は土壌

汚染地の浄化を目的とした24事業を対象に，当該事業の雇

用創出費用と， LIPが実施されなかった自治体 (LIP未実

施自治体)での一般的な雇用創出事業の費用を比較し，前者

が後者よりも割高である点を指摘している.

このように LIPに関する従来の研究では，主に LIPが

実施された自治体を対象とし，当該地域での補助金支出に

よる COz削減や雇用創出への影響が議論されているが，

LIP未実施自治体との比較で， COz削減の効果や，COz削

減に影響を与えた要因が十分に解明されているとはいい難

く，実施・未実施自治体を比較した研究は，Forslund et aI 

(2008) による研究だけで，きわめて限られている 3) しか

しこの研究はスウェーデンの全290自治体の一部を対象と

したにすぎず，比較の対象は極めて限定的であり，全290自

治体への影響を明らかにしたとはいい難い.このような現

状に鑑み，本稿では， LIP実施・未実施自治体を相互に比

較することで， LIPによる COz削減の効果と ，COz削減に

影響を与えた要因を検討することを目的とする.

以上の研究自的を踏まえて，次章で，LIP事業について

概観した後，つづく 3章で.LIP実施・未実施自治体間で

LIPによる COz削減の効果ならびに COz削減に影響を与

えた要因を検討するための方法とデータを示すとともに研

究対象地域について概説する.これらの分析による結果を

4章で示す.最後に 5章で，本研究での結果を検討し，今

後の課題について若干触れる e

2 LlPの概要

2-1 しIPの経緯と推進組織

1997年初頭に，当時の首相であったヨーラン・ペーショ

ンの主導により持続的発展委員会が組織され，環境関連の

政策を強く推進し，そのなかから LIPが誕生した (Natur-

vardsverket， 2003). 1998年にスウェーデン政府は，

境面での持続可能性を増進するための政府補助金に関する

LIP政令J(スウェーデン法令 SFS1998 : 23)を発する一

方で，約6.2億 SEKの基金を創設し，これを補助金にあ

てた.この6.2億 SEKは， 1998-2002年度予算の0.7%に

すぎないが，同 5年間の環境保全関連の歳出(約3.15億

SEK)の約 2倍にあたることから，大規模な補助金といえ

る.

1990年前後の数年間はスウェーデンの不況期にあたり，

マイナス成長を遂げ，失業率も上昇したことから(図1)，

LIPの目的は，主軸である環境面での持続可能性の増進に

加えて，雇用に関する事項も含む以下の 6つとされた.第

一に，基礎自治体の環境を改善すること，第二に，持続可
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能性のためのインフラや技術への投資を増加させること，

第三に，環境面での持続的発展に関する知識を増大させる

こと，第四に，持続的発展に関して，地域での努力に高い

優先顕位を与え，その過程を支援すること，第五に，持続

的発展を達成するため，社会のなかの様々な主体の協働を

促進すること，第六に，雇用機会を創出すること，であ

る.第五目標で，事業の中心となるのは基礎自治体である

コミューンであることが示されるとともに，基礎自治体内

に存在する企業や市民， NPOなどとのパートナーシップ

(協働)を通じて，事業を推進することが望まれた.

し多様な主体とともに事業を推進する場合でも，全体的な

調整と実施，ならびに事業後の評価はすべてコミューンが

負うものとされた.

しか

地域レベルで、推進された LIPは中央官庁により審査さ

れるとともに，申請が通過した事業に対しては，実施に際

して，環境省や環境保護庁に加えて 種々の中央官庁なら

びに中央官庁の出先機関である各地方の県庁が事業の推進

に必要な助言・支援を与えている.1998年から2001年まで

は環境省が申請，補助金配分，事後報告等を掌握し， 2002 

年 1月以降環境保護庁に当該業務が移管されている.

2-2 しIPの概要

LIPの申請年次は1998年から2002年の 5か年であり，同

期間に LIP全体で1842事業が展開され，これら事業に対

して，最終的に約44億 SEK(約880億円)の補助金が160の

コミューンと 2つのコミューン連合に交付された(表 1)ー

なお表 1・2は，環境保護庁の LIPと，その継続事業であ

るKlimpに関するデータベースである環境投資登録

(MIR， miljδinvesteringsregistret)で示された最終報告

の値を用いて作成した.

表 1から全1842事業を通じて，年間約百万 tのCOzが削

減されてことがわかる • 1998年から2002年の 5年間での民

生部門における温室効果ガスの削減量が約195.6万t-COz

であり ，LIPによる削減量はこの値の約半数にあたり，
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図 1 スウェーデンにおける温室効果ガス排出量と GDP

の推移 (1990-2006年)

(スウェーデン環境保護庁と統計局のデータをもとに作成)



スウェーデンにおける環境補助金による温室効果ガス削減への影響

表 1 しIPの全事業におけるCO，削減量と投資・矯助額ならびにその割合

計実数値

事業分類 lω(t糊/年) 全(S投E資K額} 潔(連5境E投事K資)業(徹a関) (S補EK助)金(b) (補%)助 事業数

エ才、ノレギ一転換 753.726 6，559，446，365 6，301，304.470 1，165.i22，227 18.5 380 

エネルギー効率化・省エネ 138.367 1，967，572，522 1，689，761，520 3号7、095，255 23.5 209 

交通 61.057 1.736，007，110 1 ， 501.286，890 454，139，1if1 30.2 181 

廃棄物 29.705 1，362， 361，147 1，349，820，869 329，647，039 24.4 18:1 

多角事業 12.258 5，060，251，869 1，919，006，267 482，901，436 25.2 86 

製造業 1.084 185，308，717 176，429，610 48守390、250 35 

よード水道 717 1，120，650，186 1，134，564，237 389.735，317 34.4 244 

建築物対策 541 577，325.i 44 682，16l.i26 187，645，597 2i.5 

事業支援対策 520 49l，539，835 435，683，653 247.968，385 56.9 

水・士壌処理 130 779，221，807 779，221.807 352，411，9u7 4，).2 

環境保全・生物多様tt u 1 570，607，680 619，856，7幻 314.862.026 50.8 

その他 自 19.543.061 22.626.0C品 5，714，1171 25.3 121 

米分怒 リ 。 り 。 。。 01 

合計 998，104 20，429，836，043 16，6iL;23，848 L376.232.68u 26.3 18421 

参号:ISEK'c20i9 

b)婿成比(%)

事業分額 C0(2t削/年減)量 全(S投E資K額) 環投境資事額業(S関EK連} 事業数

エネルギ転換 75.5 32.1 37.9 20.6 

エネルギー効率y化・省エネ 13.9 9.6 10.2 1l.3 

交通 6.1 8.5 9.0 9.8 

!発棄物 3.0 6.7 8.1 9.9 

多角事業 1.2 24.8 11. 6 4.7 

製造業 0.1 0.9 1.1 lヲ

よ F水道 。1 5.5 6.8 13.2 

建築物対策 。l 2.8 4.1 

事業支援対策 。i 2.4 2.6 13.9 

水・土壌処環 。。 :)8 4.7 1.4 

環境保全・生物多様性 。。 2.8 :3.7 10.3 

その他 。。 0.1 0.1 0.7 

未分類 O. () 。。 。() 0.4 
J口B、守~t 100.0 100.0 i以1.0 100.0 

(環境保護斤のデータベースにより作成)

表2 エネルギ一関連380事業におけるCO，削減量と投資・補助額

ならびにその都合

a)実数値

寺!減)量 全投資額 環境事業開
補助金 補助率事業分類

(SEK) 
連投資額

(SEK)(b) (%)(b/a) 
事業数

(SEK)(a) 

地域熱供給 603，941 4，90ι625，849 4，740，539，731 782，189，596 16.5 222 

バイオ燃料 42，679 634，905，163 593，414，2il 162，067，800 27.3 
i13 5 廃熱利用 42.m 406，426，974 40L98LllO 90，141.713 22.4 

太陽L ネノレギー 2.957 38，02J，190 38.017，405 8，535，944 22.5 

風力発電 80 7，888，08ヲ 4，078，089 1.276，000 3l.3 

」謝その他 61，932 565.575.8告。 523，273，864 12!5li，m 13.1 

合計 i5:i，726 6，日9，446，365 6，301，304，470 1，165，72e，227 18.5 

参考・ ISEK";20f守

b)構成比(%)

事業分類 CO，削減量全 全投資額 環境事業関連 事業数
(t/"ド) (SEK) 投資領(SEKl

地域熱供給 81l .1 74.8 75.1 
虫847 

ハイオ燃料 5. I 9.7 自 4

疑熱利用 5.6 6.2 6.4 L9 

太陽エネルギー 0.4 0.6 u.6 5.5 

風J]発電 。円 0.1 。i 1.3 

その他 8.2 8.6 8. :1 1l.1 

ぷι~~+ 100.0 100.0 100.0 100.0 

(環境保護nのデータベースにより作成)

LIPの事業すべてが民生関係ではないが，後述するように

その多くが民生関係であることから，民生部門での温室効

果ガス削減に LIPは大きく貢献したといえる.

構成比でみた場合， CO2削減量，投資額，事業数でその

割合に若干の差異があるが，エネルギー転換，エネルギー

効率化・省エネの割合がいずれも高く ，LIPにおいてはエ

ネルギー関連事業が主に推進され，これら 2部門で約 9割

をしめる.この点からも LIPの主要部門が民生関係とい

え，民生部門での CO2削減量に大きく貢献したことがわ

かる .CO2削減量以外の項目では，全投資額で、エネルギー

転換と多角事業が，環境事業関連投資額ではエネルギ一転

換，エネルギー効率化・省エネ，多角事業が，事業数では

エネルギ、一転換，エネルギー効率化・省エネ，上下水道，

事業支援対策の割合が高い.ただし多角事業のなかにはエ

ネルギ一転換やエネルギー効率化・省エネを含む事業も多

く，例えばストックホルム市の HammarbySjostad地区

では有機系廃棄物の地域集中処理を下水道の形式で整備

し，収集した有機系麗棄物からバイオガスを発生させ，地

域での熱供給で活用されており，上下水道事業とエネル

ギーが密接に関連した多角事業が実施された

LIPの主要事業といえるエネルギー関係事業 2部門(エ

ネルギー転換とエネルギー効率化・省エネ)の380事業によ

るCO2削減量は主に地域熱供給によってもたらされたと

いえる(表 2).特に構成比でみた場合， CO2削減量，投資

額，事業数のすべての項目で地域熱供給の割合が高いこと

がわかる.表 2はCO2削減量の多い主要な事業を示して

いるが，地域熱供給とバイオ燃料の 2 分野で C02~iJ減量

の約85%をしめる.また投資額や事業数においてもこれら

2分野の割合が高い.表 1・2から，全1842事業による

CO2削減量 (994，104t)のうち，地域熱供給による削減量

(603，941t)が全体の60.5%をしめることから， LIPにお

いて地域熱供給が主な事業であったといえる

3 研究方法とデータ

3-1 研究方法とデータ

上述した自的を明らかにするため，以下の手法を用い

た.まず実施・未実施の自治体問で LIPによる CO2削減の

効果の差異があるかを吟味した.その際，LIP実施後であ

る2004年時点での CO2排出量と LIP実施前の1995年時点

での CO2排出量の差分を1995年時点の CO2排出量で除し

た値である1995-2004年間の変化率を， LIP実施自治体と

LIP末実施自治体ごとに求めた.ついで， LIP実施自治体

とLIP未実施自治体ごとにこれらの変化率の平均を求め，

f検定を用いて，両者間で統計的に有意な差があるかを検

討した さらに龍・佐々木 (2004)が紹介している，政策

の事前・事後評価の際に用いられることが多いエフェク

ト・サイズを用いて， LIPによる影響力を定量的に評価し

た.

表 3 変数一覧

従属変数

一人あたりの CO，排出量 (kg/人)

独立変数

人口(人)
人口密度(人々 ぽ)
第二次産業従事者率

千人あたりの自家用車保有台数(台/人)
一人あたりの地域熱供給量 (MWh/人)

3 
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つぎに COz部減に影響を与えた要因を明らかにするた

め，Sugihara et al (2009)を参照しつつ，表 3で示した変

数を用いて， AIC値を基準とした変数増減法による重回

帰分析を行った.表 3で示した独立変数のうち人口と人口

密度は郊外化の度合を示す変数であり，人口が多いと都市

圧が高く， CO2排出量が増えることから，従屠変数である

CO2排出量と人口は正相関にあることと仮定される一方

で，郊外化により人口密度が低下するが，郊外化は自動車

交通の増加をもたらし ，CO2排出量が増えることから，詑

属変数である COz排出量と人口密度は逆相関にあると仮

定される.また他の産業に比べて，製造業を中心とする第

二次産業の割合が高くなると CO2排出量が増えることか

ら，従属変数と正相関にあることと仮定される.千人あた

りの自動車保有台数はモータリゼーションを表す変数であ

り，自動車保有台数が増えると輸送部門での CO2排出量

が増えることが先行研究で示されていることから，従属変

数と自動車保有台数は正椙関にあると仮定される.前章で

LIP事業の多くは地域熱供給と関連していたことから，各

世帯での個別暖房よりエネルギー効率が高い地域熱供給の

使用量が増えると CO2排出量が減ると予想される.した

がって地域熱供給量と CO2排出量は逆相関の関係にある

と仮定される咽このように LIP実施・未実施自治体間で

LIPによる CO2削減の効果の差異と CO2削減に影響を与

えた要因を明らかにするが，その際，スウェーデン

計局が作成した1995年と2004年の自治体間統計データを用

いた.
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3 -2 研究対象地壊

研究対象地域は，スウェーデンの基礎自治体である290

コミューンである(図 2) .このうち LIP実施自治体は160

であり， LIP未実施自治体は130である.このうち 159LIP

実施自治体と 127LIP未実施自治体で COz排出量のデータ

があることから，これらの自治体を t検定の対象とした.

一方，地域熱供給量等のデータがない自治体を除いた106

LIP実施自治体と79LIP未実施自治体を重回帰分析の対象

とした.

4 研究結果

4 LlPによる COz削減効果

LIP実施自治体と LIP未実施自治体の間で CO2排出量

の変化率に差がないことを明らかにした(表 4). 表 4a 

は， 1995-2004年間の総 CO2排出量の変化率の平均を LIP

実施・未実施自治体関で比較した結果を示している.LIP 

実施自治体の平均の符号は正であり，上述した期間に

CO2排出量が増大していることを示す一方で，LIP未実施

自治体の平均は零よりもわずかに小さく，その符号は負で

あり， CO2排出量が減少していることを示している • LIP 

を実施した結果，総排出量が減少すると仮定されるが，こ

の仮定とは逆の結果が簿られてことは特筆に価する.さら

にLIP実施・未実施自治体における総 COz排出量の変化率

の平均の差に対する f検定の結果は 10%水準でさえ統計

的に有意ではなかったことから，両者に差はないことを明

らかにした.そしてエフェクト・サイズはIJ、さいと判断さ

れる0.2以下であり， LIPによる影響は大きくなかったと

いえる.

LIPが，地域熱供給のように民生部門での CO2削減対

策が多かったことから，民生部門における COz排出量の

変化率の平均も LIP実施・来実施自治体問で比較した結

表4 ニ群開の平均の差の統計的検定結果

a)総COz排出量

LIP実施コミューン LIP未実施コミューン

平均

分散

観測数

0.128 -0.016 
1.991 0.174 
159 127 

1.220 
ヱブェクト・サイズ 0.132 

b)民生部門のCOz排出量

LIP実施コミューン LIP未実施コミューン

平均

分散

観測数

エフェクト.、ザイズ

-0.601 -0.639 

0.926 
159 

0.486 
0.052 

0.042 
127 

a:“ J%、本 s%*W'で統計的に有:tl':熊町1:10%統計的に有窓でない



スウェーデンにおける環境補助金による温室効果ガス削減への影響

果，二群間で変化率に差がないことがわかった.表 4b 

は総 CO2排出量の結果と同様に ，10%水準でさえ統計的

に有意ではないことから，二群間で変化率に差はないこと

をあらわしている.また総 CO2排出量の結果と同様に，

エフェクト・サイズは0.2以下であり，かつ0.0052と著し

く低い値をとることから， LIPによる影響は極めて小さ

ヵ、ったといえる.

4 -2 CO2削減に影響を与えた要因

上述したように，総 CO2排出量と民生部門の CO2排出

量の変化率とも ，LIP実施自治体と LIP未実施自治体で

差がなかったことから，総 CO2排出量を従属変数とし，

106LIP実施自治体と79LIP未実施自治体の計185自治体を

対象として重回帰分析を行った.AIC 値を基準とした変

数増減法による重回帰分析の結果， 1995・2004年の両年と

も第二次産業従事者率と地域熱供給の 2変数が抽出され，

この 2変数が総CO2排出量に影響を与えていることを明

らかにした(表 5).1995.2004年とも，決定係数の F検定

の結果は 1%水準で有意であり，第二次産業従事者率と一

人あたりの地域熱供給量という 2変数によって，総 CO2

排出量の変動をよくあらわしていることを明らかにした.

しかし1995・2004年の決定係数の値からわかるように， 2 

独立変数により全変動の 6-7 %のしか説明されておらず，

これ以外の要因による説明率が極めて高いことから，今後

説明率を上げるような要因と考えられる説明変数を増やす

必要あるといえる.

ついで個々の独立変数に着目すると， 2か年で第二次産

業従事者率の偏回帰係数は 1%水準で有意であり，総

CO2排出の変動の説明に寄与していることがわかる.また

その符号は正であり，第二次産業の成長が総 CO2排出の

増加と関連していることを示し，この点は前章で示した仮

表5 重回帰分析の適用結果

a) 1995年

変数

切片

第二次産業控事者率

一人あたりの地域熱

供給量 (MWh/人)

R' 

b ) 20041手

変数

vJf十
第二次産業従事者率

→人あたりの地域熱

供給量 (MWh/人)

R2 

嬬回帰係数

-2.431.5 
25.348.4ホホ

729.9‘ 

0.069*噂

偏回帰係数

一3.140.2
32，663.9本牟

637.5 

0.055" 

注 :**1%、・ 5%水準で統計的に有意:然日

10%統計約iこ有意でない

定と一致する.一方一人あたりの地域熱供給量の偏回帰係

数は， LIP実施前の1995年でのみ 5%水準で有意であるこ

とから， LIP実施前でのみ，総 CO2排出の変動の説明に

寄与したことがわかる.しかし一人あたりの地域熱供給量

の符号は正であり，地域熱供給量が増加すれば総 CO2排

出が減少するとした仮定に反する.ただし地域熱供給量が

増加すれば，エネルギー消費量は増加するため，その増分

が個別暖房によるエネルギー消費量の減少分を下回れば，

総 CO2排出量は減少すると考えられ，今回は地域熱供給

量のみ考慮したことから，総CO2排出量と統計的に有意

な負の相関がみられなかったとも考えられる.したがって

今後総 CO2排出量の増減の要因として，地域熱供給量と

個別暖房の双方を考慮する必要があるー

5 むすび

本研究では，スウェーデンの温暖化対策の一つである

LIPを事例として，補助金が CO2排出抑制に与える影響

と，CO2排出に影響を与える要国を検討したが，研究結果

を以下のように要約できる.まず LIPを概観した結果，

同事業のなかで，エネルギー転換とエネルギー効率化・省

エネといったエネルギー関連事業が主に推進されていた点

と，これらエネルギー関連事業のなかで地域熱供給が主た

る事業であったことを明らかにした.

つぎに総CO2排出量と民生部門の CO2排出量の変化率

の平均に関する統計的検定結果から ，LIP実施自治体と

LIP未実施自治体の間で CO2排出量の変化率に差がない

ことを明らかにした.さらに総CO2排出量・民生部門の

CO2排出量とも LIPによる影響は小さく，特に民生部門

では，極めて限定的であったことがわかった.このこと

は， LIPが自治体の CO2排出量に影響は与えておらず，

他の要因が寄与していることを示唆している.

そして総 CO2排出量を従属変数とした重回帰分析の結

果，第二次産業と地域熱供給が CO2排出に影響を与えて

いることを明らかにした蜘しかしこの 2変数による変動の

説明率は低く，また地域熱供給は仮定に反しで，総 CO2

排出量と正の相関関係にあったことから，これら 2変数以

外に説明変数を加味することが示唆された.

最後に，今後の課題について若干述べる.本研究では，

重回帰分析を用いて ，CO2排出に影響を与えている要因の

抽出を試みたが，分析に用いた 5変数では十分な説明力を

持ちえなかった.郊外化を示す変数として人口密度を本研

究で用いた.しかし郊外化をより明確に示す変数としては

DID人口密度の利用が，また自動車利用による CO2排出

への影響を騒密に明らかにするため モータリゼーション

の影響を示す変数としては，千人あたりの自動車保有台数

5 
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よりも一人あたりの走行距離を用いるほうがCO2排出へ

の影響をより明確に把握できると考えられる.他方，LIP 

実施・未実施自治体間でCO2排出量の変化率に差がなかっ

たため，重回帰分析では，LIP実施・未実施自治体を区別

せずに解析を行ったが ダミー変数を用いて LIP実施・未

実施自治体に差異による影響も考慮すべきである.今後は

これらの変数を考慮し， CO2排出に影響を与えている要因

を抽出する必要があるといえる.

さらに本研究では，スウェーデンにおける CO2排出抑

制を目的とした地域レベルで、の補助金の影響について検討

したが，上述したように，他の EU加盟国でも類似した取

り組みがなされており，スウェーデンを対象とした研究結

果の一般性を追求する意味でも，これら地域での補助金の

影響も考慮すべきである.したがって今後は，他の EU加

盟国で実施された同様の補助金事業による影響を調査し，

本研究の結果を相互に比較・検討する必要があるといえ

る.
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ABSTRACT 

6 

Some EU countries have introduced subsidies into policy measures for enhancing sustainable develop-

ment at regional and local levels since 1990s. As one of these subsidies， Swedish government implemented 

LIP (Local Investment Programme) for reducing carbon dioxide emission and unemployment rate. The 

present study addressed differences in effects brought by LIP and other anti-global warming measures 

among municipalities. Results derived from statistical tests showed no difference in effects caused by LIP 

between LIP and non-LIP municipalities. The results of the application of multi-regression analysis also 

indicated that the increasing rate of manufacture and the increasing volume of energy produced by district 

heating systems brought increase in the carbon dioxide emission. 

Keywords: sustainable development， global warming， carbon dioxide， Local Investrrient Programme 

(LIP) ， local government 




